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特 集 ロボット・人工知能がもたらす産業への影響

IoTの基盤となるM2M

　M2Mは、物（機械・機器）に通信機能を

持たせ、物同士を接続することにより、自律

的に通信したり制御を行ったりできるよう

にする通信形態のことである。IoTとは、こ

のM2Mを基盤として、さまざまな人や物を

インターネットに接続して相互に通信・制御

するための情報通信システムやサービスを指

す。例えば、工作機械や建設機械などの産業

機器、医療関連機器、社会インフラにおけ

る計量機器やセンサー

などによって、自動認

識や自動制御、遠隔監

視・計測などを行うこ

とがIoTである。

M2Mの市場
規模予測

　M2M市場は、M2M

の仕組みを用いて構築

されたハードウェアと

しての情報通信システムの市場と、その運

用に関わる市場、機器間の通信に関わる市

場を合わせたものである。図1に示すのは、

M2M の導入が進んでいるエネルギー（電

気・ガス）、工場設備・産業機器、セキュリ

ティ、自動車、流通の分野とその他の分野に

ついて、2021年度までの市場規模を予測し

たものである。 

　2014 年度時点で M2M 市場全体の規模は

約 3,296 億円であり、エネルギーと工場設

備・産業機器がそれぞれ 25％強を占めてい
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図1　M2Mの市場規模予測
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る。スマートメーター

やスマートグリッド

を中心としたエネル

ギー分野のM2M市

場は、2017年度まで

は急速に拡大すると

見られる。それ以後

は、スマートメーター

の導入が一段落する

につれてエネルギー

分野の市場は縮小に

転じるものの、M2M

市場全体は他の分野での成長にけん引され、

2021年度には9千億円を超える規模になる

と予測される。

　昨今、産業機器の分野では、農業機械や工

作機械などでM2Mの新しい領域が開拓され

始めているほか、家電製品やデジタル機器へ

のセンサーの組み込みが進んでいる。ヘルス

ケア分野でも、医療機器や健康管理機器な

ど、人を対象とする機器を連携させるニーズ

が増えている。

　このような利用分野の拡大によって、ま

ずM2Mの基盤が確立され、続いて本格的に

M2M市場が立ち上がり、さらにIoTのサー

ビスが拡大していくと思われる。

IoTの価値提供ステップ

　M2Mを基盤として、IoTが利用者（社会）

に価値を提供するまでのステップは以下のと

おりである（図2参照）。各ステップではど

のようなことが行われるのか、その際に気を

つけるべきことは何かを整理してみよう。

（1）データの取得・収集

　機器メーカーでは、データを取得するため

に自社製品へのセンサーの搭載を始めてい

る。あらかじめ製品にセンサーを組み込んで

出荷するケースもあれば、後付け型のセン

サーを提供する場合もある。取得したデータ

は、機器を制御して連続的な稼働を保証する

ために重要な機密性の高いものである。デー

タはネットワークを通じてやり取りされるた

め、不正アクセスの脅威にも耐えられる強固

なセキュリティ対策が求められる。そのた

め、メーカー各社は暗号化対応が施された無

線通信機能を持ったセンサーの開発を進めて

おり、ネットワークサービスを提供するベン

ダーでもセキュリティ対応を強化している。

　さまざまな機器にセンサーが搭載されるよ

うになると、電源をどう確保するかも重要な

ポイントになる。センサーの消費電力を小さ

くすることと併せて、バッテリーなどの給電

が不要なセンサーの開発が期待される。

（2）データの蓄積・加工・処理

　各種の機器から取得されたデータは、ネッ

図2　IoTのサービス提供ステップ
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トワークを介してデータセンターに集約さ

れる。集約されたデータを有効に活用するた

めには、膨大なデータから有用な情報を導

き出し、分析やシミュレーションが可能な

データに変換する工程を繰り返す、非常に高

速なデータ処理技術が必要である。既存の

RDBMS（リレーショナルデータベース管理

システム）には、このような高速のデータ処

理を行えるものは少ないため、データの処理

や加工を請け負うサービスにとって、新しい

タイプの高速なデータベースの導入が必要と

なるだろう。

　データセンターに集めたデータを処理す

るのではなく、機器の近くに小規模なサー

バー（エッジサーバー）を置き、そこでアプ

リケーションを稼働させてデータを処理する

エッジコンピューティングにも注目が集まっ

ている。その背景にあるのは、ネットワー

クのトラフィック増大に伴う処理速度の低

下である。昨今、回線費用の低下もあって、

ネットワークに接続されたセンサーが増加

し、データ通信ネットワークの総利用量が膨

大となっている。その結果、帯域不足による

遅延が発生している。また、機器や設備の制

御などでは、データをデータセンターに集約

して長期的に保存するよりも、リアルタイム

のデータ分析・処理を可能にすることの方が

重要であることが多い。すなわち、機器に物

理的に近いエッジサーバーでデータを処理で

きれば十分というケースが多いのである。

　このように、データをエッジサーバーに分

散させたまま分析・活用できる技術やサービ

スに対するニーズは、IoTが拡大するにつれ

てますます高まっていくだろう。これに伴っ

て、IoTにおける通信回線の価値は相対的に

低下する。通信キャリアがこの状況に対応す

るためには、強固な情報セキュリティととも

に、遅延が発生しない価値の高い通信回線の

提供が必要だろう。

（3）データの利用

　M2Mを用いて取得したデータを利用する

目的の1つは機器の管理・制御である。各種

機器に取り付けたセンサーから取得したデー

タを分析し、得られた結果をフィードバック

することによって当該機器を制御する。例え

ば、空調機器に取り付けたセンサーから電力

の使用状況のデータを取得し、気象データな

どと併せて分析することにより、最適な電力

利用となるよう空調機器を制御する。このほ

か、社会インフラを制御することで事故防止

や安全性向上を図る仕組みなど、IoTは社会

的にも大きな価値を提供する。

日本発の IoTサービスへの期待

　M2Mを基盤として広がるIoTのサービス

は多岐にわたる。さまざまな機器の利用や管

理が効率化されることはIoTの大きな恩恵だ

が、既に述べたように今後はさまざまな分野

でIoTによる新しく便利なサービスが提供さ

れるようになる。

　これまでのIoTは、自動販売機の管理、事

務機器の使用量検知・障害状況把握、建設機

械の稼働管理・自動運行支援など、個別機器

の管理運用の範囲を出なかった。しかし今後

は、自動車分野でいえば、運転の仕方に関す

るデータを保険料に反映させたり、走行距離

やバッテリー充電履歴のデータを中古車買い
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取り価格の算出に用いたりするなど、さまざ

まな関連業界への広がりが予想される。

　IoTによるサービスにはさまざまな技術開

発が必要である。高性能なセンサー、大容量

で高速なネットワーク、エッジコンピュー

ティング、リアルタイム制御、強固な情報セ

キュリティ、情報解析のためのビッグデー

タ・人工知能活用など枚挙にいとまがない。

　これらの技術は、企業や機関が個別に進め

るのではなく、センサーや機器のメーカー、

最終製品のメーカー、システムインテグレー

ター、通信事業者、研究機関などの技術・知

見を合わせた協調した取り組みによって、よ

り優れたものになり、開発もスピードアップ

される。世界では、既にグローバル企業を中

心に産業の壁を越えた標準化されたサービス

基盤の構築が進められている。日本でも同様

に、製造・運用監視・保守などの事業基盤

を、企業ごとの垂直統合モデルから、企業間

や業種間の垣根を越えた水平統合モデルに変

えていく必要がある（図3参照）。

　現時点では、ビッグデータや人工知能への

取り組みなど、IoTの活用で後れを取ってい

るものの、日本には他国に負けない強みがあ

る。IoTは、最終的には新サービスの開発や

効率的な機器利用を行うためにあるが、その

実現には、機器の取り扱いのノウハウや、機

器制御技術、センサー開発技術が欠かせな

い。日本には、世界的に高いシェアを持つ輸

送機（自動車）、精密機器、産業機器、制御

機器、センサーなどのメーカーがあり、また

高い技術を持つインフラやエネルギー関連の

メーカーがある。それらのメーカーは、蓄積

された設計・生産・運用保守に関するデータ

を持ち、機器の取り扱いに優れ、生産・保全

技術を持つ技術者を有する。これが日本の強

みである。

　この強みを生かすことで日本発のIoTを実

現できる可能性がある。特に鍵となるのが情

報システムと機器を統合する技術である。製

造業やサービス業の業務をよく理解し、顧客

と事業を “共創” する意志を持ち、グローバ

ルな競争ができる情報システム提供者が求め

られる。複数のプレーヤーが連携して、蓄積

した情報をうまく分析し、ノウハウを持った

技術者がそれを活用することで、世界で戦え

る日本ならではのIoTサービスを構築するこ

とができる。

　将来的に不可避となる、電気・ガス・水道

のインフラ再整備、道路・橋梁の保全など、

社会インフラの更新に合わせてIoTの活用を

推進するためには、機器の開発や設置、シス

テム開発への投資が必要である。まずは、国

の積極的な取り組みも支えに、何らかの分野

でIoTのビジネスモデルを成功させることで

ある。それは機器やシステムの開発費用を低

減させ、さまざまな分野でIoTが普及する足

掛かりとなるだろう。 ■

図3　IoTサービスに必要な水平統合

デバイス
監視

機器監視

アプリ
ケーション

デバイス
監視

機器監視

アプリ
ケーション

デバイス
監視

機器監視

アプリ
ケーション

A社 B社 C社

通信

M2M
プラットフォーム

ソリューションの基
盤であるM2Mも
企業間をつなぐた
め水平統合が進む

業界ごとに企業の
垣根を越えてソ
リューションが生
まれ効率化が進む

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2015 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.


